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小野寺 忍 教授 履歴・業績
［履 歴］
1949年7月 岩手県胆
い
沢
さわ
郡胆沢町（現 奥州市胆沢区）にて出生
［学歴・職歴］
1968年3月 岩手県立水沢高等学校卒業
1973年3月 東洋大学法学部法律学科卒業
1975年3月 東洋大学大学院法学研究科私法学専攻修士課程修了
1978年3月 東洋大学大学院法学研究科私法学専攻博士課程単位取得退学
1976年4月 東京法経学院非常勤講師（～1994年3月）
1978年4月 山梨学院大学法学部法律学科専任講師（～1983年3月）
1983年4月 山梨学院大学法学部法律学科助教授（～1991年3月）
1990年4月 甲府地方裁判所民事調停委員（～2016年11月）
1991年4月 山梨学院大学法学部法律学科教授（～2004年3月）
1997年4月 甲府家庭裁判所家事調停委員（～2016年11月）
2001年4月 ドイツ・バンベルク大学客員教授兼客員研究員（～2002年
3月・海外派遣）
2003年4月 山梨学院大学大学院社会科学研究科公共政策専攻兼任講師
（～2006年3月）
2003年8月 甲府地方裁判所委員会委員（～2016年11月）
2004年4月 山梨学院大学法科大学院教授（～2007年3月）
2004年4月 山梨県立大学看護学部非常勤講師（～2008年3月）
2005年4月 専修大学法学部非常勤講師（～2010年3月）
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2007年4月 東洋大学大学院法学研究科教授（～2010年3月）
2010年4月 専修大学法学部教授（～2016年11月）
2014年4月 二部教務委員会委員（～2015年5月）
2014年4月 社会知性開発研究センター研究員（～2016年3月）
2016年11月 瑞寶中綬章受章
2016年11月 従五位叙爵
［業 績］
［著作］
『基本マスター民事訴訟法』（共著）法学書院，1979年10月
『基本判例双書 民事訴訟法』（共著）同文舘出版，1980年7月
『演習ノート 民事訴訟法（初版第一刷）』（共著）法学書院，1981年12月
『ニュー・ドリル式 実力養成演習 民事訴訟法・民事執行法』東京法経
学院出版，1988年4月
『ニュー・ドリル式 実力養成演習民法（債権・親族・相続）』（共著）東
京法経学院出版，1988年5月
『ニュー・ドリル式 実力養成演習 民事訴訟法・民事執行法（改訂版）』
東京法経学院出版，1990年2月
『法社会学』（共著）晃洋書房，1990年4月
『演習ノート 民事訴訟法（改訂版第一刷）』（共著）法学書院，1991年
11月
『民事訴訟法講義』（共著）法学書院，1992年4月
『民事訴訟法』（共著）八千代出版，1994年4月
『青林法学双書 民事訴訟法』（共著）青林書院，1995年2月
『現代青林講義破産法』（共著）青林書院，1995年5月
『企業法入門』（共著）総学出版，1996年4月
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『演習ノート 民事訴訟法（全訂第1版）』（共著）法学書院，1997年11月
『最新 民事訴状・答弁書モデル文例集（初版）』（共著）新日本法規出版，
1998年1月
『基本問題セミナー 民事訴訟法』（共著）一粒社，1998年6月
『論点・国際民事訴訟法＆民事訴訟法の改正点』（共著）不磨書房，1998年
10月
『みぢかな民事訴訟法（第1版)』（共著）石川明編，不磨書房，1999年
4月
『民事訴訟法辞典』（共著）信山社，2000年3月
『最新 民事訴状・答弁書モデル文例集（改定版）（加除式）』（共著）民事
訴訟手続研究会編，新日本法規出版，2001年1月
『みぢかな民事訴訟法（第2版）』（共著）石川明編，不磨書房，2002年
4月
『演習ノート 民事訴訟法（全訂第2版）』（共著）飯倉一郎，加藤哲夫編，
法学書院，2004年4月
『ケイスメソッド 民事訴訟法』（共著）池田粂男，小野寺忍編，不磨書房，
2006年4月
『ケイスメソッド 民事訴訟法（第2版)』（共著）池田粂男，小野寺忍編，
不磨書房，2009年4月
［論文］
「補助参加の利益」（修士論文）東洋大学大学院，1975年3月
「補助参加の利益」『東洋大学大学院紀要12巻』，1976年2月
「要件事実論序説 訴訟物の特定との関連を中心として」『東洋大学大学院
紀要13巻』，1977年2月
「要件事実論序説(二）」『東洋大学大学院紀要14巻』，1978年3月
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「証明責任論の周辺領域(1)」『法学論集3号』，山梨学院大学法学研究会，
1980年12月
「証明責任論の周辺領域(2)」『法学論集5号』，山梨学院大学法学研究会，
1982年12月
「証明責任論の周辺領域(3・完）」『法学論集6号』，山梨学院大学法学研
究会，1983年12月
「村上博巳著証明責任の研究」『法学論集9号』，山梨学院大学法学研究会，
1986年3月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(一）」『法学論集10号』，
山梨学院大学法学研究会，1986年12月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(二）」『法学論集11号』，
山梨学院大学法学研究会，1987年3月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(三）」『法学論集12号』，
山梨学院大学法学研究会，1987年12月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(四)」『法学論集13号』，
山梨学院大学法学研究会，1988年3月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(五)」『法学論集14号』，
山梨学院大学法学研究会，1988年12月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(六)」『法学論集15号』，
山梨学院大学法学研究会，1989年3月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(七)」『法学論集16号』，
山梨学院大学法学研究会，1989年12月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(八）」『法学論集17号』，
山梨学院大学法学研究会，1990年3月
「1495年以後の西ドイツにおける証拠手続の変遷(九・完）」『法学論集18
号』，山梨学院大学法学研究会，1991年10月
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「自白撤回の要件について─判例に見る自白の取扱を中心として─」『民事
訴訟雑誌39号』，法律文化社，1993年3月
「民事訴訟の機能的運営のために─自白の撤回を制限するための基準の確
認─」木川統一郎博士古稀祝賀論集『民事裁判の充実と促進（中巻)』，
判例タイムズ社，1994年5月
「適時提出主義に関する二，三の疑問」白川和雄先生古稀記念論集「民事
紛争をめぐる法的諸問題」，信山社，1999年4月
「特定調停に関する二，三の問題」『東洋法学52巻1号』，東洋大学法学会，
2008年9月
「控訴審の機能に関する小考」『専修法学論集110号』，2010年12月
「弁論主義の変容に関する覚書」『専修法学論集111号』，2011年3月
［資料］
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(1）」『専修法学論集120
号』，2014年3月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(2）」『専修法学論集121
号』，2014年7月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(3）」『専修法学論集122
号』，2014年12月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(4）」『専修法学論集123
号』，2015年3月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(5）」『専修法学論集124
号』，2015年7月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(6）」『専修法学論集125
号』，2015年12月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(7）」『専修法学論集126
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号』，2016年3月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(8）」『専修法学論集127
号』，2016年7月
「民事訴訟法判例撰集Ⅰ（明治期～昭和40年代)(9）」『専修法学論集130
号』，2017年7月
［翻訳・監訳］
「法の果たす役割」『法学論集13号』，山梨学院大学法学研究会，1988年
3月
「ドイツ司法制度改革の現状と将来─ドイツ再統一後の法的諸問題」『法学
論集21号』，山梨学院大学法学研究会，1992年3月
「ドイツ民事訴訟における口頭弁論の準備と時機に後れた提出の効果」『法
学論集24号』，山梨学院大学法学研究会，1993年3月
「欧州連合における法統合の方法論」『法学論集49号』，山梨学院大学法学
研究会，2003年3月
［判例研究・判例評釈］
「新判例評釈 民訴法二三七条二項にいう「同一ノ訴」の意義」（共著）
『判例タイムズ357号』，判例タイムズ社，1978年3月
「民訴法二三七条二項にいう「同一ノ訴」の意義」『判例タイムズ367号』，
判例タイムズ社，1978年11月
「民訴法一八六条違反があるとされた事例」（共著）『判例タイムズ375号』，
判例タイムズ社，1979年3月
「再審事由ある場合と上告理由」『別冊ジュリスト76号』，有斐閣，1982年
5月
「比較判例研究裁判上の自白」『法学論集8号』，山梨学院大学法学研究会，
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1985年12月
「唯一の証拠方法の申出とその採否」『別冊ジュリスト115号』，有斐閣，
1991年10月
「自白の撤回と時機に後れた攻撃防御方法（東京高判平成元年10月31日)」
『法学論集21号』，山梨学院大学法学研究会，1992年3月
「配当表に債権者として記載されていない者と配当異議の訴えの原告適格」
『判例タイムズ882号』，判例タイムズ社，1995年9月
「差押えの効力発生後の転使用借権と不動産の引渡命令」『判例タイムズ
913号』，判例タイムズ社，1996年9月
「訴権の濫用」『法学論集38号』，山梨学院大学法学研究会，1997年7月
「後順位抵当権者の任意競売と剰余主義」『判例タイムズ945号』，判例タイ
ムズ社，1997年9月
「唯一の証拠方法の申出とその採否（最判昭和53年3月23日)」『別冊ジュ
リスト146号 民事訴訟法判例百選Ⅱ』，有斐閣，1998年3月
「不動産競売事件における最低売却価額の決定にあたり，競売市場におけ
る特殊性を考慮した原価率を40％としたことに重大な誤りはないとさ
れた事例」『判例タイムズ1005号』，判例タイムズ社，1999年9月
「夫が妻の不倫相手を被告として提訴した損害賠償請求訴訟において，夫
が陳述書の原稿ないし手元控えとして作成した大学ノートが，妻によ
って持ち出され被告から書証として証拠申出された場合，信義誠実の
原則に反するとして証拠申出が却下された事例」『判例タイムズ1036
号』，判例タイムズ社，1999年9月
「同一の者の所有に属する土地および建物のうち，建物について抵当権が
実行された後に土地について抵当権が実行された場合に，土地につい
ての競売により法定地上権が成立するとされた事例」『判例タイムズ
1036号』，判例タイムズ社，2000年9月
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「債務弁済調停の申立てが民事調停規則六条による競売手続停止の制度を
悪用した違法な行為であるか否か（消極）（東京地決平成11年6月3
日）調停の申立てがあっても調停終了まで不動産競売手続を停止する
のは相当でないとされた事例」『判例タイムズ1065号』，判例タイムズ
社，2001年9月
「給料債権の差押えについて差押禁止範囲の変更が認められた事例」『判例
タイムズ1096号』，判例タイムズ社，2002年9月
「賃貸不動産の差押え後に賃料を減額する合意に，競落人に対抗すること
ができる合理的理由がある場合」『判例タイムズ1125号』，判例タイム
ズ社，2003年9月
「訴え取下げの合意の効力（最判昭和44年10月17日)」『別冊ジュリスト169
号 民事訴訟法判例百選（第三版)』，有斐閣，2003年10月
「賃借人の訴訟代理人が，建物賃貸借契約の面積に関し自白の撤回をし主
張を変更したことが，信義則に反し，重過失により時期に後れたもの
として許されなかった事例（東京地判平成13年10月31日)」『法学論集
51号』，山梨学院大学法学研究会，2004年2月
「口頭弁論期日における審理を経ることなく，請求棄却の判決を言い渡す
ことの可否」『判例タイムズ1154号』，判例タイムズ社，2004年9月
「不動産競売事件において裁判所書記官が新聞広告の売却不動産の表示を
誤った場合と国に対する損害賠償請求の可否」『判例タイムズ1184号』，
判例タイムズ社，2005年9月
［報告・講演等］
「表見証明の適用範囲」，ドイツ手続法研究会（慶応義塾大学），1983年
10月
「訴訟上の自白」，ドイツ手続法研究会（慶応義塾大学），1984年7月
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「自白の撤回要件」，日本民事訴訟法学会（神戸大学），1994年5月
「補助参加人のした控訴と被参加人のした控訴の先後関係が不明な場合は
補助参加人のした控訴の効力を否定すべきであるとした事例」，山梨
判例実務研究会，
「日本民事訴訟における『事実』」，中国・南開大学法学部，1994年9月
「紛争解決制度としての民事調停と民事訴訟」，山梨調停協会，1996年11月
「民事訴訟法」，甲府地方裁判所，1999年1月
「司法制度改革と法学教育─法科大学院設立の可能性」，山梨県弁護士会，
1999年9月
「日本民事訴訟法」，中国・復旦大学法学部，1999年9月
「日本の司法制度改革」，中国・南開大学法科大学院，2002年8月
「ドイツにおける参審裁判の実情」，山梨県弁護士会，2002年11月
「日本民事訴訟の最近の動向」，中国・南開大学法学院，2012年9月
［その他］
「参審裁判傍聴記(1)バンベルグ裁判所①」『判例タイムズ1077号』，判例
タイムズ社，2002年2月
「参審裁判傍聴記(2)バンベルク裁判所②」『判例タイムズ1079号』，判例
タイムズ社，2002年3月
「参審裁判傍聴記(3)バンベルク裁判所③」『判例タイムズ1080号』，判例
タイムズ社，2002年3月
「参審裁判傍聴記(4)バンベルク裁判所④」『判例タイムズ1083号』，判例
タイムズ社，2002年4月
「参審裁判傍聴記(5)バンベルク裁判所⑤」『判例タイムズ1084号』，判例
タイムズ社，2002年5月
「参審裁判傍聴記(6)バンベルク裁判所⑥」『判例タイムズ1085号』，判例
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タイムズ社，2002年5月
「参審裁判傍聴記(7)バンベルク裁判所⑦」『判例タイムズ1087号』，判例
タイムズ社，2002年6月
「参審裁判傍聴記(8)バンベルク裁判所⑧」『判例タイムズ1094号』，判例
タイムズ社，2002年9月
「参審裁判傍聴記(9)コブレンツ裁判所」『判例タイムズ1097号』，判例タ
イムズ社，2002年10月
「参審裁判傍聴記(10)コペンハーゲン東裁判所」『判例タイムズ1105号』，
判例タイムズ社，2003年1月
「参審裁判傍聴記(11)フェッター氏に聞く」『判例タイムズ1106号』，判例
タイムズ社，2003年1月
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